
 
  

2026 年 1 月 28 日 

株式会社グローバルウィザス 

 

株式会社グローバルウィザス（本社：愛知県名古屋市、代表取締役：鈴木貴之）が運営する I.C.NAGOYA は、

学校法人日本福祉大学（愛知県知多郡美浜町他、理事⾧：丸山悟）と、相互の人的・知的資源を活かした包括

的な連携協定を締結しています。 
 

本協定の取り組みの一環として、1 月 23 日（金）に日本福祉大学を訪問し、I.C.NAGOYA に短期留学中の

韓国・清州外国語高校ならびに忠北芸術高校の高校生に向けた日本の大学見学・国際交流会を実施しました。

今回の取り組みは、近年高まる日本留学への関心や多文化共生社会の進展といった社会的背景を踏まえ、一人

ひとりが将来の進路や国際的な学びについて考えるきっかけを提供することを目的としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コロナ禍で激減した外国人留学生数は、入国制限緩和後に年々回復基調となり、2024 年 5 月時点の外国人

留学生数は 336,708 人と過去最多を記録しました（※１）。特に、韓国や東南アジアを中心としたアジア圏で

は、日本語学習や日本文化体験とあわせて日本の教育環境を体験したいというニーズが高まっており、近年は

「まず、短期留学で日本を体験し、その後に進学を検討する」といった段階的な進路選択が主流になりつつあ

ります。こうした背景から、本大学見学・交流会では、実際に大学を訪問し、多国籍な学生同士の交流や先輩

留学生の声に直接触れることで、参加者が自身の将来や国際的な学びについて主体的に考える機会を創出し

ました。 

※１ 独立行政法人日本学生支援機構(JASSO)：2024(令和 6)年度外国人留学生在籍状況調査結果より 

 
当日は、I.C.NAGOYA から日本福祉大学へ進学した先輩留学生や多国籍の在校生に加え、愛知県の介護施設

を訪問中のインドネシア人の方々も参加しました。キャンパスツアーでは、看護学部の実習設備をはじめ、図

書館や食堂などの学習・生活施設を見学し、日本の大学での学生生活を具体的にイメージできる機会となりま

した。参加した韓国人高校生からは、「実際に日本の大学を見て説明を聞けたことや、先輩たちがどのような

経緯で日本留学を決めたのかという話を聞けたことが、母国の高校を卒業後の進路選択を考える上でとても

参考になりました」といった嬉しい感想が寄せられました。 

日本福祉大学×I.C.NAGOYA 大学見学・交流会 

（於：1 月 23 日、日本福祉大学 東海キャンパス） 



 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 本取り組みは、ウィザスグループが大切にする「ユニバーサル共育」の理念に基づき、多様な文化や価値観

を持つ人々が出会い、学び合いながら成⾧していく場を創出することを目的としています。I.C.NAGOYA では、

日本語教育や国際交流を通じて、学習者が自らの視野を広げ、将来の進路を主体的に考える力を育むとともに、

国際社会で活躍できる人材の育成に取り組んでまいります。 

 

■ 学校法人 日本福祉大学について 

日本福祉大学は、1953 年に中部社会事業短期大学として創立し、1957 年に大学として日本で最初の 4 年制

社会福祉学部を開設。現在は 9 学部 12 学科に拡大しています。その他、日本福祉大学付属高等学校、日本

福祉大学中央福祉専門学校、日本福祉大学付属クリニックさくらを擁し、「万人の福祉のために、真実と慈愛

と献身を」という教育標語を掲げ、福祉社会の発展を支える人材の養成に取り組んでおります。 
 
URL：https://www.n-fukushi.ac.jp/ 

理事⾧：丸山 悟 

学 ⾧：原田 正樹 

所在地：愛知県知多郡美浜町奥田（他 3 キャンパス） 

 

■ I.C.NAGOYA について  

株式会社グローバルウィザスが運営する I.C.NAGOYA は、1982 年より、日本語教育、英語・諸外国語教育を

展開しています。「国籍・性別・年齢を超えて、コミュニケーション能力を上げ、世界的な視野で考え行動で

きる人材を育成し、地域社会・国際社会に貢献する」を理念とし、現在、40 カ国以上の国から留学生を受け

入れています。学習者ひとり一人の個性を大切にし、目的を叶えるための環境を提供しております。 
 
URL：https://icn.gr.jp/ 

校 ⾧：二川 健司  

設置代表者：鈴木 貴之  

所在地：名古屋市中村区則武 1-2-2 

 
 

 

I.C.NAGOYA 石原（いしはら） ・ 株式会社ウィザス キャリア支援事業統括部 井筒（いづつ） 

TEL ：052-452-5730 FAX ： 052-452-5731 

MAIL ： ishihara@icn.gr.jp  ／ izutsu.mihoko@with-us.co.jp 

勉強中の日本語で会話を交わし、国や文化の違いを越えた交流が生まれました。 

本プレスリリースに関するお問い合わせ先 


